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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第15期
第３四半期
連結累計期間

第14期

会計期間
自  平成24年６月１日
至  平成25年２月28日

自  平成23年６月１日
至  平成24年５月31日

売上高 (百万円) 98,614 169,651

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △165 4,097

当期純利益又は四半期
純損失(△)

(百万円) △435 783

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △432 804

純資産額 (百万円) 4,033 4,646

総資産額 (百万円) 62,626 55,551

１株当たり当期純利益又は１株
当たり四半期純損失金額(△)

(円) △19.50 35.07

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 6.4 8.4

　

回次
第15期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成24年12月１日
至  平成25年２月28日

１株当たり四半期純損失
金額(△)

(円) △39.57

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第14期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．第15期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．当社は、第14期第３四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第14期第３四

半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

　第１四半期連結会計期間において、ジャパンウッド株式会社（住宅事業）及び在住ビジネス株式会社（そ

の他事業）を、第２四半期連結会計期間において、中国に玉之家（天津）環境技術諮詢有限公司、アメリカ

にAloha Kai Development LLCを新たに設立し、連結の範囲に含めております。

　また、第１四半期連結会計期間に設立したTAMA HOME AMERICA LLCは、第２四半期連結会計期間で資本の払

込を行ったため、第２四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

　なお、合同会社本所吾妻橋パートナーズにつきましては、清算結了したため、第２四半期連結会計期間より

連結の範囲から除外しており、ＴＨ建設株式会社につきましては、平成25年２月１日付で当社を存続会社と

した吸収合併を行ったため、当第３四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、有価証券届出書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。なお、当社は、前第３四半期連結累計期間については四半期連結財務諸

表を作成していないため、前年同四半期連結累計期間との比較分析は行っておりません。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復旧・復興による内需が景気

を下支えしたものの、欧州を中心とした債務危機による海外景気の悪化などにより、経済環境は依然とし

て厳しい状況にありました。

当社グループの属する住宅業界におきましては、東日本大震災を契機とした住宅の安全、安心、省エネ

性能に対する関心の高まりや、住宅ローン減税の継続、省エネルギー性・耐震性を備えた住宅取得のため

の贈与税非課税枠拡大など、政府による住宅取得支援策が実施されたことにより、新設住宅着工戸数全体

として前年同月の水準を上回るなど、緩やかながらも持ち直しの動きが出てきました。

このような状況の中、当社グループにおきましては、「より良いものをより安く  提供することにより

  社会に奉仕する」という経営方針に基づき、地域に根ざした営業展開を図るとともに、賃貸住宅、リ

フォーム、戸建分譲など住宅事業に関連する事業への取り組みを強化してまいりました。

　

 (住宅事業)

住宅事業においては、低価格で良質な木造住宅をお客様に提供するために、太陽光パネルを低価格で

オプション販売するなど、環境・省エネへの配慮を行ってまいりました。また、中高価格帯商品である

「和美彩（新和風注文住宅）」の販売を開始し、新たな顧客層の開拓も行いました。同時に店舗のモデ

ルハウス建替え、ショールーム改装などを行い、既存店舗の来場促進施策も実施いたしました。

ただし、震災の反動を起因とする引渡棟数の減少により、当事業の売上高は89,802百万円、営業損失

は174百万円となりました。

　

 (不動産事業)

不動産事業では、大型分譲プロジェクトであるタマタウン市川（全61区画）の契約完売および、タマ

スマートタウン茨木（全577区画）の販売を本格的に開始したことにより、売上高4,662百万円、営業利

益182百万円となりました。
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 (金融事業)

金融事業では、住宅契約顧客に対する火災保険付保率の上昇はあったものの、住宅事業における震災

の反動を起因とする引渡棟数の減少により火災保険成約件数、つなぎ融資の実施件数が減少したこと

により、売上高617百万円、営業利益286百万円となりました。

　

 (その他事業)

その他事業については、住宅事業における震災の反動を起因とする引渡棟数の減少により家具・イ

ンテリア販売の売上高が減少いたしました。この結果、売上高3,532百万円、営業損失248百万円となり

ました。

　

以上の結果、当第３四半期連結累計期間は、売上高98,614百万円となりました。利益につきましては、営

業利益47百万円、経常損失165百万円、四半期純損失435百万円となりました。

　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、59百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に、重要な変更はあり

ません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成25年２月28日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年４月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,600,000 28,850,000
東京証券取引所
（市場第一部）
福岡証券取引所

単元株式数  100株

計 22,600,000 28,850,000― ―

　　(注)１．当社株式は平成25年３月27日付で東京証券取引所市場第一部及び福岡証券取引所に上場

しております。

　　　　２．平成25年３月26日を払込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

による増資により、発行済株式総数が6,250,000株増加しております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年12月１日
～平成25年２月28日

― 22,600 ― 876 ― 815

　(注)平成25年３月26日を払込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による

増資により、発行済株式総数が6,250千株、資本金及び資本準備金がそれぞれ2,878百万円増加

しております。

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式250,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
22,350,000

223,500 ―

単元未満株式 ― ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 22,600,000 ― ―

総株主の議決権 ― 223,500 ―

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成25年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

 (自己保有株式)
タマホーム株式会社

東京都港区高輪3丁目22-9 250,000― 250,000 1.1

計 ― 250,000― 250,000 1.1

(注)平成25年３月26日を払込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による

自己株式の処分（250,000株）を実施いたしました。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載し

ております。

なお、当社は、第２四半期連結累計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との

比較情報は記載しておりません。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年12月１

日から平成25年２月28日まで）及び第３四半期連結累計期間(平成24年６月１日から平成25年２月28日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けておりま

す。

　

EDINET提出書類

タマホーム株式会社(E27305)

四半期報告書

 9/21



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,201 11,247

受取手形・完成工事未収入金等 1,033 660

営業貸付金 1,807 2,347

販売用不動産 1,715 2,313

未成工事支出金 5,852 11,594

仕掛販売用不動産 8,361 8,138

その他のたな卸資産 313 285

繰延税金資産 934 1,270

その他 1,045 2,039

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 31,263 39,898

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 12,274 11,046

土地 7,256 6,921

その他（純額） 224 958

有形固定資産合計 19,754 18,925

無形固定資産 404 225

投資その他の資産

投資その他の資産 4,170 3,633

貸倒引当金 △41 △57

投資その他の資産合計 4,129 3,576

固定資産合計 24,288 22,727

資産合計 55,551 62,626
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 19,480 19,286

1年内償還予定の社債 400 400

短期借入金 4,328 3,167

1年内返済予定の長期借入金 434 1,685

未払法人税等 2,202 117

未成工事受入金 13,894 22,877

完成工事補償引当金 847 918

賞与引当金 － 628

その他 5,966 3,234

流動負債合計 47,553 52,316

固定負債

社債 1,500 1,300

長期借入金 420 3,010

資産除去債務 956 970

繰延税金負債 － 24

その他 474 971

固定負債合計 3,350 6,277

負債合計 50,904 58,593

純資産の部

株主資本

資本金 876 876

資本剰余金 815 815

利益剰余金 3,099 2,440

自己株式 △152 △152

株主資本合計 4,638 3,979

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 11 0

繰延ヘッジ損益 △0 7

為替換算調整勘定 △2 16

その他の包括利益累計額合計 8 24

少数株主持分 0 29

純資産合計 4,646 4,033

負債純資産合計 55,551 62,626
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年６月１日
　至 平成25年２月28日)

売上高 98,614

売上原価 72,483

売上総利益 26,131

販売費及び一般管理費 26,084

営業利益 47

営業外収益

受取利息 7

受取配当金 0

違約金収入 64

その他 129

営業外収益合計 201

営業外費用

支払利息 82

シンジケートローン手数料 198

その他 134

営業外費用合計 414

経常損失（△） △165

特別損失

固定資産除却損 119

投資有価証券評価損 45

リース解約損 4

特別損失合計 169

税金等調整前四半期純損失（△） △335

法人税、住民税及び事業税 130

法人税等調整額 △16

法人税等合計 113

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △449

少数株主損失（△） △13

四半期純損失（△） △435

EDINET提出書類

タマホーム株式会社(E27305)

四半期報告書

12/21



【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年６月１日
　至 平成25年２月28日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △449

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △10

繰延ヘッジ損益 8

為替換算調整勘定 18

その他の包括利益合計 16

四半期包括利益 △432

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △419

少数株主に係る四半期包括利益 △13
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

（連結の範囲の重要な変更）

第１四半期連結会計期間において、ジャパンウッド株式会社及び在住ビジネス株式会社を、第２四半期

連結会計期間において、中国に玉之家（天津）環境技術諮詢有限公司、アメリカにAloha Kai

Development LLCを新たに設立し、連結の範囲に含めております。

　また、第１四半期連結会計期間に設立したTAMA HOME AMERICA LLCは、第２四半期連結会計期間で資本の

払込を行ったため、第２四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

　なお、合同会社本所吾妻橋パートナーズにつきましては、清算結了したため、第２四半期連結会計期間よ

り連結の範囲から除外しており、ＴＨ建設株式会社につきましては、平成25年２月１日付で当社を存続会

社とした吸収合併を行ったため、当第３四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

　

【会計方針の変更等】

 (会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間から、平成24年６月１日

以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

以下の金融機関からの借入債務に対する債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(平成24年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年２月28日)

当社の顧客である住宅購入者の金融機関
からの借入債務に対する保証

903 百万円 1,773 百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　売上高の季節的変動

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年６月１日  至  平成25年２月28日)

当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が

大きいため、通常、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間の売上高の連結会計年度の売上

高に占める割合は相対的に低くなる傾向があります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

 
当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年６月１日
至  平成25年２月28日)

 減価償却費 1,255 百万円

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年６月１日  至  平成25年２月28日)

  配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年８月30日
定時株主総会

普通株式 223 10平成24年５月31日 平成24年８月31日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

    当第３四半期連結累計期間(自  平成24年６月１日  至  平成25年２月28日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

住宅
事業

不動産
事業

金融
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客への売上高 89,8024,662 617 95,0823,53298,614 ― 98,614

(2)セグメント間の内部
   売上高又は振替高

105 ― ― 105 4,1004,205△4,205 ―

計 89,9074,662 617 95,1877,633102,820△4,20598,614

セグメント利益
又は損失(△)

△174 182 286 295 △248 46 1 47

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、家具・インテリア事業、広告代理業

及び総合建設業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額１百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成24年12月１日　至　平成25年２月28日)

共通支配下の取引等

(1)取引の概要　

①　結合当事企業の名称及び事業の内容

　　結合企業の名称　　　タマホーム株式会社

　　事業内容　　　　　　戸建注文住宅を主力とした建設業

　　被結合企業の名称　　ＴＨ建設株式会社

　　事業内容　　　　　　建設工事の企画、設計、監理

②  企業結合日

　　  平成25年２月１日

③  企業結合の法的形式

当社を存続会社とする吸収合併方式

④  結合後企業の名称

　　  タマホーム株式会社

⑤  その他取引の概要に関する事項

当社は、当社の100％子会社であるＴＨ建設株式会社を当社グループ会社再編の一環として、

経営の一層の効率化を図るために経営資源を集約し、管理コストの削減等、経営の合理化により

更なる収益向上を図るため、吸収合併いたしました。

(2)実施した会計処理の概要

　　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成20年12月26日)及び「企業結合会

　計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成20年12

　月26日)に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年６月１日
至  平成25年２月28日)

１株当たり四半期純損失金額 19円50銭

  (算定上の基礎) 　

   四半期純損失金額(百万円) 435

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

   普通株式に係る四半期純損失金額(百万円) 435

   普通株式の期中平均株式数(株) 22,350,000

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

（公募による新株の発行及び自己株式の処分）

　当社は、平成25年３月27日に東京証券取引所市場第一部及び福岡証券取引所に上場いたしました。当

社は上場にあたり平成25年２月21日及び平成25年３月６日開催の取締役会において、次のとおり新株

式の発行及び自己株式の処分を決議しており、平成25年３月26日に払込が完了いたしました。

　この結果、資本金は3,754百万円、発行済株式総数は28,850,000株となっております。

１．公募による新株の発行

(1)募集方法：一般募集（ブックビルディング方式による募集）

(2)発行する株式の種類及び数：普通株式　6,250,000株

(3)発行価格：１株につき980円

(4)引受価額：１株につき921.2円

　この価額は、当社が引受人より１株当たりの払込金として受け取った金額であります。なお、発行

価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

(5)資本組入額：１株につき460.6円

(6)発行価格の総額：6,125百万円

(7)引受価額の総額：5,757百万円

(8)資本組入額の総額：2,878百万円

(9)払込期日：平成25年３月26日

２．自己株式の処分

(1)募集方法：一般募集（ブックビルディング方式による募集）

(2)処分する株式の種類及び数：普通株式　250,000株

(3)処分価格：１株につき980円

(4)引受価額：１株につき921.2円

　この価額は、当社が引受人より１株当たりの払込金として受け取った金額であります。なお、処分

価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

(5)処分価格の総額：245百万円

(6)引受価額の総額：230百万円

(7)払込期日：平成25年３月26日

３．資金の使途

　住宅事業における店舗開設のための差入保証金、固定資産等の設備資金及び既存店舗におけるモ

デルハウスリニューアル等に伴う設備資金に充当する予定であります。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２５年４月１０日

タマホーム株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    小　　渕　　輝　　生    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    寺　　田    篤　　芳    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタ
マホーム株式会社の平成２４年６月１日から平成２５年５月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会
計期間（平成２４年１２月１日から平成２５年２月２８日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２４年
６月１日から平成２５年２月２８日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四
半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タマホーム株式会社及び連結子会社の平成２
５年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成２５年２月２１日及び平成２５年３月６日開催の取
締役会において新株式の発行及び自己株式の処分を決議し、平成２５年３月２６日に払込が完了している。
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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